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農業・食品産業技術総合研究機構

農研機構は食料・農業・農村に関する研究開発などを総合的に行う我が国最大の機関です

農村工学研究所の技術支援
概要

農研機構 農村工学研究所 防災研究調整役

平成２３年５月３１日

東日本大震災における農地・農業用施設等の技術支援報告会

東北地方太平洋沖地震（本震）の震度分布

本震の特徴

震央：三陸沖

北緯38度6分12秒

東経142度51分36秒

震源の深さ：約25km

地震の種類：海溝型

逆断層型

日時：2011/3/11 14:46頃

マグニチュード：9.0

最大震度：震度7

震央

東北地方太平洋沖地震
震度5強以上が全国の広範囲に発生

気象庁の推計震度分布を使用
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農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

東北地方太平洋沖地震（本震）の地震動

防災科学技術研究所HPより
農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

震源断層モデル（国土地理院）

※赤丸は気象庁一元化震源（3/11-3/15）

津波のメカニズム
（気象庁）

震源域

（岡田、2011/04/17

防災科研緊急報告会）

東北地方太平洋沖地震（本震）と津波

巨大津波を引き起こした震源とメカニズム

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.



東北地方太平洋沖地震（本震）と地殻変動

水平方向（約5.3m:牡鹿) 鉛直方向（約-1.16：牡鹿)
(国土地地理院) (国土地地理院) 

本震（M9.0）に伴う地殻変動(水平方向) 本震（M9.0）に伴う地殻変動 (上下方向)

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

本震と近年の大地震との震度比較

東北地方太平洋沖地震（本震）

日時：2011/3/11 14:46

最大震度：震度7

マグニチ

ュード：9.0

能登半島地震

日時：2007/3/25 9:42

最大震度：震度6強

マグニチュード：6.9

新潟県中越沖地震

日時：2007/7/16 10:13

最大震度：震度6強

マグニチュード：6.8

岩手・宮城内陸地震

日時：2008/6/14 8:43

最大震度：震度6強

マグニチュード：7.2

気象庁の推計震度分布を使用
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推計震度（気象庁）
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震度6強

震度7

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

本震と大規模余震との震度比較

本震

日時：2011/3/11 14:46

最大震度：震度7

マグニチュード：9.0

余震（静岡県東部）

日時：2011/3/15 22:31

最大震度：震度6強

マグニチュード：6.0

余震（新潟県中越地方）

日時：2011/3/12 3:59

最大震度：震度6強

マグニチュード：6.6

余震（宮城県沖）

日時：2011/4/7 23:32

最大震度：震度6強

マグニチュード：7.1

気象庁の推計震度分布を使用

震度

推計震度（気象庁）

震度4

震度5弱

震度5強

震度6弱

震度6強

震度7

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

近年の大地震と余震との比較

余震（新潟県中越地方）

日時：2011/3/12 3:59

最大震度：震度6強

マグニチュード：6.6

新潟県中越沖地震

日時：2007/7/16 10:13

最大震度：震度6強

マグニチュード：6.8

岩手・宮城内陸地震

日時：2008/6/14 8:43

最大震度：震度6強

マグニチュード：7.2

余震（宮城県沖）

日時：2011/4/7 23:32

最大震度：震度6強

マグニチュード：7.1

気象庁の推計震度分布を使用

震度

推計震度（気象庁）

震度4

震度5弱

震度5強

震度6弱

震度6強

震度7

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.



津波による浸水被害範囲

■東北沿岸部市町村：国土地理院が浸水があったと判読（４／１８時点）した東北圏の市町村
■関東沿岸部市町村：国土地理院が浸水があったと判読（４／１８時点）した首都圏の市町村

（国土交通省国土計画局総合計画課）

○本震に伴う全国の総浸水被害面積：56,100ha

被害県名
被害市
町村数

浸水面積
（ha）

割合
（%）

内農地面
積(ha)

割合
（%）

青森 5 2,400 4.3 79 0.1

岩手 12 5,800 10.3 1,838 3.3

宮城 17 32,700 58.3 15,002 26.7

福島 10 11,200 20.0 5,923 10.6

茨城 10 2,300 4.1 531 0.9

千葉 10 1,700 3.0 227 0.4

合計 48 56,100 100 23,600 42.1

（国土地理院,4/18） （農林水産省,3/29）

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

岩手県三陸沿岸地域の津波浸水

岩手県（資料：国土地理院）

山田町船越(浦の浜地区)

大船渡市合足海岸

※第8次ヘリ調査

※第8次ヘリ調査
農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

宮城県仙台平野地域の津波浸水

宮城県（資料：国土地理院）

山元地区の浸水状況

鳥の海の海岸線

※第8次ヘリ調査

※第8次ヘリ調査農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

福島県沿岸地域の津波浸水

浸水範囲概況（資料：国土地理院）

浸水前後の衛星写真（資料：JAXA）

2011年3月14日撮影
（災害後）

2006年10月～
2007年8月撮影（災害前）

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.



名称、震度 農林水産被害 人的被害

平成23年(2011年)
東北地方太平洋沖地震

［東日本大震災］

震度7

M9.0

5月24日17時00分現在

1兆7,760億円

5月24日現在

死者：15,202名

不明者：8,718名

平成16年
新潟県中越地震

震度7

M6.8
1,330億円

死者：68名

負傷者：4,805名

平成7年
兵庫県南部地震

［阪神・淡路大震災］

震度7

M7.3
900億円

死者：6,434名

不明者：3名

○平成における最大震度7以上の震災の比較

平成の大震災の被害比較

農林水産省が5月25日公表した被災概要

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

県名
農地 農業用施設等 農村生活関連施設 合計

箇所 被害額 箇所 被害額 箇所 被害額 箇所 被害額

青森県 10 1 21 4 2 0.1 33 4

岩手県 12,261 218 2,915 33 41 9 15,217 261

宮城県 33 2,748 1,599 1,079 31 15 1,663 3,842

秋田県 0 0 7 0.1 11 0.2 18 0.4

山形県 102 0.4 134 3 2 0.2 238 3

福島県 1,283 935 2,973 1,203 105 224 4,361 2,363

東北 小計 13,689 3,902 7,649 2,321 192 249 21,530 6,473

茨城県 640 40 7,596 255 100 93 8,336 388

栃木県 238 6 510 90 24 6 772 102

群馬県 0 0 32 3 0 0 32 3

埼玉県 0 0 26 1 0 0 26 1

千葉県 104 7 2,153 130 5 15 2,262 152

神奈川県 0 0 1 0.01 0 0 1 0.01

長野県 38 0.3 9 1 4 4 51 5

静岡県 0 0 2 0.1 0 0 2 0.1

関東 小計 1,020 54 10,329 480 133 118 11,482 651

新潟県 20 1 53 3 7 9 80 13

三重県 5 0.03 1 0.01 0 0 6 0.04

合計 14,734 3,957 18,032 2,804 332 376 33,098 7,137

農地・農業用施設等の被害状況

(単位):億円
平成23年5月17日現在

注1）農業用施設等の被害は、主に、ため池、水路、揚水機、農地海岸保全施設の被害である。
注2）農村生活関連施設の被害は、主に、集落排水施設の被害である。

※農林水産省のHPより作成
農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

※推計震度は気象庁発表のデータによる

震度の割合は震度別メッシュ数を全メッシュ数で割り算して求めた

本震の推計震度の被震県別割合

100km

200km

300km

400km
500km

被震県別の推計震度の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新潟県

埼玉県

群馬県

千葉県

栃木県

茨城県

福島県

宮城県

岩手県

山形県

秋田県

青森県

震度7 震度6強 震度6弱 震度5強 震度5弱 震度4 震度3以下

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

推計震度分布と農業水利施設との関係

100km

200km

300km

400km
500km

100km

200km

300km
400km500km

気象庁発表の推計震度のデー
タと日本水土図鑑GIS（平成７
年調査時）の重ね合わせに
よって作成した。

基幹水利（頭首工等）

受益面積概ね100ha以上

基幹水利（用排水路）

受益面積概ね100ha以上

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.



推計震度と農業水利施設の関係（事例）

推計震度語毎の水路延長(受益面積概ね100ha以上)
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推計震度毎の施設数(受益面積概ね100ha以上)

推計震度メッシュ数
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推計震度は気象庁発表、農業水利施設は日本水工図鑑GIS(平成7年度調査時）より作成

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

○東北地方太平洋沖地震により影響を受けた被震県別の農業水利施設の推計震度表

農地災害ハザードマップ（気象庁推計震度および日本水土図鑑GISを使用)により作成

局名 県名
震央から
の距離
(km)

推計震度
5強以上
の割合
(%)

施設数

農業用水利施設と推
計震度との関係(%) 延長

(km)

農業用水路と推計震度との関係(%)
津波被害との
関係6強

以上
6弱
以上

5強
以上

6強以上 6弱以上 5強以上

東北

青森県 300～400 0.9  197 0.0  0.0  1.0  1077.7  0.0 0.0 1.2 有り

秋田県 200～350 0.3  268 0.0  0.0  1.1  1339.7 0.0 0.0 1.1 ‐

山形県 200～280 3.5  269 0.0  0.0  1.9  1480.6 0.0 0.0 1.7 ‐

岩手県 150～300 26.3  127 0.0  11.0  49.0  1186.2 0.0 2.7 67.7 有り

宮城県 120～300 78.8  282 12.8  80.9 93.7  1479.9 13.6 86.6 97.7 有り

福島県 170～350 53.0  237 3.0  37.2  79.8  1003.1  4.9 32.2 75.6 有り

関東

茨城県 230～350 38.8 343 0.3  8.2  44.4  1377.1  0.1  5.4  44.6  有り

栃木県 260～350 38.8 126 0.0  23.8  48.4  1116.1  0.1  23.0  66.0  ‐

千葉県 320～450 14.7 417 0.2  2.4  25.7 1318.7  0.1  1.8  26.1  有り

群馬県 350～440 1.5 111 0.0  0.0  6.3  666.2  0.0  0.0  4.8  ‐

埼玉県 350～440 7.9 152 0.0  0.0  21.1  1232.6  0.0  0.0  23.7  ‐

その他 新潟県 270～500 0.0  491 0.0  0.0  0.0  2369.0  0.0 0.0 0.0 ‐

本震による農業水利施設へのインパクト

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

農工研は、災害対策基本法に基づく指定公共機関として、農林水産
省や県等からの被災調査等の技術支援要請に総力で対応。

3月11日の地震発生直後に当所所長を本部長とするし、災害対策支
援本部を設置し、災害派遣担当職員に派遣準備を指示。

農林水産省からの要請及び独自調査により3月12日の第1次から第13
次（5月25日時点）までに214人日の派遣を実施。

派遣要請を受けた調査では、二次被災を防止する観点から緊急応急
的に実施するための技術支援を実施。

被災した農地・水利施設の復旧については、農村振興局及び東北、
関東農政局や被災県担当者等と密に連携しながら技術支援を実施。

災害対策支援本部内に復興支援グループを立ち上げ、今後、被災地での農
地・水利施設及び集落の復旧・再編、住民活動の再生など農村地域の復興
に向けた取組を技術的な側面から後押し。

農工研の東日本大震災への対応

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

農工研の専門家派遣箇所（３月１２日～５月２５日まで）

１． 衣川第1ダム（県営） ：第8次派遣（3.30-3.31）
２． 山ノ入ダム（県営） ：第3次派遣（3.15）
３． 三ツ森池（県営） ：第3次派遣（3.14-3.15）

第5次派遣（3.21-3.23）
４． 藤沼ダム（県営） ：第1次派遣（ 3.13 ）
５． 新宮川ダム（国営） ：第2次派遣（3.13-3.15）
６． 龍生ダム（県営） ：第3次派遣（3.14-3.15）
７． 羽鳥ダム（国営） ：第1次派遣（3.12）
８． 西郷ダム（国営） ：第1次派遣（3.13）

第5次派遣（3.24-3.26）
９． 赤坂ダム（県営） ：第1次派遣（ 3.13 ）
１０． 細蕨池（不明） ：第3次派遣（3.15）
１１． 蛇ノ鼻中ノ池（土地改良区営）

：第3次派遣（3.14-3.15）
１２． 蛇ノ鼻上ノ池（土地改良区営）

：第3次派遣（3.14-3.15）
１３． 岩根大池（不明） ：第3次派遣（3.14-3.15）
１４． 青田新池（市町村営）：第3次派遣（3.14-3.15）
１５． ヘリコプターによる沿岸部調査

：第8次派遣
１６． 宮城県北部・岩手県南部海岸班

：独自調査（4.8-4.10）
１７． ヘリコプターによる沿岸部調査

：第8次派遣（3.30-3.31）
１８． 亘理地区海岸堤防班 ：独自調査（4.5-4.7）
１９． 定川海岸 ：第4次派遣（3.20）
２０． 名取海岸：第4次派遣（3.18-3.19）
２１． 亘理海岸 ：第4次派遣（3.18）
２２． 迫川地区パイプライン調査

：第8次派遣（3.30-3.31）
２３． 隈戸川土地改良事業地区パイプライン（国営）

：第6次派遣（3.28）
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２８． 山形県・福島県地辷り・ダム
：独自調査（4.17-19）

２９． 赤田調整池 :第7次派遣(3.29)
３０． 御前山ダム ：第11次派遣4.21)
３１． 西郷ダム ：独自調査(4.22)
３２． 岩手県農地海岸 ：独自調査(4.25-28)
３３． 岩手県・宮城県海岸農地

：自主調査（5.9-12)
３４． 矢の目郡ダム ：第12次派遣(5.11)
３５． 新潟県地辷り ：第13次派遣(5.18-20)
３６． 茨城県・千葉県液状化被災地調査

：独自調査(5/18)
３７． 宮城県農地班（亘理・山元地区）

：独自調査（5.23-25）

32

33
35

本図は3/11の本震と3/12の余震（新潟県中越地方）の推計震度分布を重ねあわせたものである

２４． 宮城県農地班（亘理・山元地区）
：独自調査（4.5-4.8）

２５． 霞ヶ浦・芳賀台地パイプ班
：独自調査（4.5）

２６． 水路班 ：独自調査(3.24)
２７． 関東パイプ班 ：独自調査(3.24-25)
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調査の概要 調査施設・
地区数

派遣
人日数

ダム、ため池 計21箇所 計51人日

パイプライン 計 9地区 計26人日

農地海岸 計11地区 計89人日

農地（除塩）等 計 5地区 計38人日

地滑り 計 2地区 計10人日

33
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ダムの被災状況調査 （13箇所、45人日）

■衣川1号ダム（岩手県）
地震動によって堤頂アスファルトがダム軸3方向にひび割れ

【第1,2,5,7,8,11.12派遣】

■亀裂深度の探査
電気探査による亀裂深度
の調査

■三ッ森池の亀裂（福島県）
天端部の亀裂の発生と法面の崩壊

調査の概要 調査延べ

施設数

派遣

人日数

要請 期間

第1,2,5次派遣 農業用ダム被災状況調査（福島県） 計7箇所 計29人日 農村振興局 3月12‐13,13‐15,21‐26日

第7次派遣 赤田調整池の被災状況調査（栃木県） 1箇所 4人日 農村振興局 3月29日

第8次派遣 衣川第1ダムの被災状況調査（岩手県） 1箇所 1人日 農村振興局 3月30日

第11次派遣 御前山ダムの被災状況調査（茨城県） 1箇所 3人日 農村振興局 4月21日

第12次派遣 矢の目ダムの被災状況調査（栃木県） 1箇所 3人日 農村振興局 5月11日

追跡調査班 農業ダム被災状況調査（福島県） 計2箇所 計5人日 農工研自主調査 4月19日,4月22日
農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

【第3次派遣】

ため池の被災状況調査（8箇所、6人日）

■均一型ため池
今後、決壊等の被害が
拡大しないように、貯水
位管理の方法や漏水、

変形などの堤体監視方
法について技術指導を

実施

■打合せ
現地調査を行った施設

の被災状況及び今後の
対応方針について、国・
県の職員と意見交換

■青田新池の決壊状況
ため池堤体が決壊し下流の農地に
大きな被害が発生

調査の概要 調査

施設数

派遣

人日数

要請 期間

第3次派遣 ため池調査（福島県） 8箇所 6人日 農村振興局 3月14日-3月15日

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

パイプラインの被災状況調査（９地区、26人日）

調査の概要 調査

地区数

派遣

人日数

要請 期間

パイプ班 パイプラインの被災状況調査（千葉県） 2地区 6人日 農工研自主調査 3月24日-25日

水路班 水路の被災状況調査（茨城県） 1地区 3人日 農工研自主調査 3月24日

第6次派遣 パイプラインの被災状況調査（福島県） 1地区 8人日 農村振興局 3月28日-3月29日

第8次派遣 パイプラインの被災状況調査（宮城県） 1地区 1人日 農村振興局 3月30日-3月31日

第10次派遣 霞ヶ浦用水、芳賀台地被災状況調査 2地区 3人日 農村振興局 4月15日

液状化班 液状化に関する被災調査（茨城県・千葉県） 2地区 5人日 農工研自主調査 5月18日

■パイプライン（隈戸川農業水利事業所）
埋戻し土の液状化により、パイプラインが浮上し、蛇行や不陸が
発生。特に分水工などの構造物周辺で被害は大きい。
パイプラインを敷設した路面の陥没・亀裂の発生

【第6,8,10次派遣】

■打合せ
被災状況を踏まえて、
復旧工法や被災の判断
基準について、国の職員

と意見交換

くまどがわ

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

■海岸堤防及び背
後農地
海岸堤防の決壊による
農地へのゴミ集積と広

範囲の湛水状況を確
認

【第4,8次派遣】

■海岸堤防および背後農地（宮城県追波川沿岸農地）
海岸堤防の決壊による農地の湛水と流失

農地海岸施設の被災状況調査（11箇所、89人日)

宮城県亘理地区（排水路と農地のゴミ集中）

調査の概要 調査

地区数

派遣

人日数

要請 期間

第4次派遣 農地海岸調査（宮城県内） 3地区 35人日 農村振興局 3月17日-3月21日

第8次派遣 ヘリコプター沿岸部調査（岩手県、宮城県） 2地区 2人日 農村振興局 3月30日-31日

海岸施設班 農地海岸調査（宮城県、岩手県） 2地区 24人日 農工研自主調査 4月5日-10日

復旧・復興班 農地海岸・農業用施設（岩手県、宮城県） 2地区 12人日 農工研自主調査 4月27日-29日

海岸施設班 海岸農地・農業施設（岩手県） 2地区 16人日 農工研自主調査 4月25-28日,5月23-24日

わたり

おっぱがわ

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.



農地等の被災状況調査（５地区、38人日)

調査の概要 調査

地区数

派遣

人日数

要請 期間

農地班 亘理・山元地区農地調査（宮城県） 1地区 16人日 農工研自主調査 4月5日-8日

第9次派遣 石巻地域津波被災農地調査（宮城県） 1地区 9人日 農村振興局 4月14日-16日

農地班2、3次 亘理・山本地区農地調査(宮城県) 計 2地区 5人日 農工研自主調査 4月25-26日、5月23-25日

農業施設 名取川地区農業施設調査(宮城県) 1地区 8人日 農工研自主調査 5月9日-12日

■宮城県亘理山元地区
津波によって冠水した農地に多量な瓦礫が

浮遊
地震と津波によって破壊された排水機場

津波により塩分や土砂が堆積した

農地で土壌採取とＥＣ簡易測定の
実施

塩分が集積した被災農地の表面

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

雨季に向けたタメ池の再点検
ため池DBハザードマップの活用例

震度5強以上のため池(6762個)

震度5強以上・総貯水量10万トン以上のため池(172個)

検索ため池一覧
対象地震の選択

●ため池

震度5強以上・堤高10m以上のため池(212個)農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

ため池DBハザードマップ（自治体ＰＣ）

ため池管理者等

気象業務支援
センター

ため池氾濫解析

豪雨による被害の可能性

降雨の継続雨量

時
間
最
大
雨
量

（可能性小）

限界値

（被害の可能性大）

豪雨による危険表示

危険ため池一覧

気象サーバ

防災情報

気象情報

インターネット

雨季に向けたタメ池の再点検
(ため池ＤＢハザードマップシステムの概要)

地震による危険表示地震による被害の可能性

（小） 震度 （大）

被
災
率

●１時間雨量が最大
27.0mmに達しました

●24時間累積雨量が最大
99.6mmに達しました

ため池を確認して下さい

http://www.nkkkisyo.com/
nkk_bousai/html/images/g
raph_sample4.jpg

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

雨季に向けたタメ池の再点検
降水短時間予報による事前把握（現況）

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.



雨季に向けたタメ池の再点検
降水短時間予報による事前把握（１時間後）

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.

おわりに（まとめ）

東日本大震災における農工研の技術支援

・初期：二次被災防止のための施設診断や緊急応急措置の

助言・提案

・中期：復旧・復興に向けた手法・工法の助言や提案

：各種関連技術情報の提供

(留意点） 雨季に向けた被震タメ池の再点検

・長期：東日本大震災による被災実態の工学的整理と記録

：防災・減災に係る工法・手法の検証と技術体系の再確認

東日本大震災対応に関する情報
http://nkk.naro.affrc.go.jp/gaiyo/topics/2011/230311daijishin.html

ご静聴、有り難う御座いました。

農研機構 農村工学研究所 東日本大震災報告会2011.5.31.


